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※ 消費税及び地方消費税の取り扱いについて 

書類名 区 分 項 目 税込 税抜 

決算書 

決算報告書 決算報告書 〇  

財 務 諸 表  

損益計算書  〇 

剰余金計算書  〇 
剰余金処分計算書  〇 
貸借対照表  〇 

 



1,807,085,000 2,600,000 1,809,685,000

　　第１項 営 業 収 益 1,112,347,000 0 1,112,347,000

　　第２項 営 業 外 収 益 694,688,000 0 694,688,000

　　第３項 特 別 利 益 50,000 2,600,000 2,650,000

1,751,749,000 39,800,000 0 0 0 1,791,549,000

　　第１項 営 業 費 用 1,657,775,000 2,500,000 0 0 0 1,660,275,000

　　第２項 営 業 外 費 用 92,473,000 △ 4,500,000 0 0 0 87,973,000

　　第３項 特 別 損 失 501,000 41,800,000 0 0 0 42,301,000

　　第４項 予 備 費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

令 和 ２  年 度 三 次 市 

⑴　収益的収入及び支出

　　　収　　　　入

地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第３項の規定による支出額
に 係 る 財 源 充 当 額

当初予算額 補正予算額 合　　計

0

0

0

0

　第１款　　水道事業収益

　　　支　　　　出

流用増減額 小　　計当初予算額 補正予算額

　第１款　　水道事業費用

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

予
備
費
支
出
額

地方公営企
業法第24条
第３項の規定
による支出額
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0

0

1,969

42,309,63579,302,0450

51,027,4000

0

0

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

30,314,873

決　　算　　額

98,957,264

1,459,119

備　　　　　　　　考

仮払消費税及び地方消費税

31,776

（単位：円）

87,973,000

0

 水 道 事 業 決 算 報 告 書

（単位：円）

1,839,999,873

備　　　　　　　　考

仮受消費税及び地方消費税

98,989,040

27,045,549

45,413,240

87,743,904

不用額

0

1,712,246,9551,791,549,000

1,660,275,000

△ 1,190,881

1,609,247,600

合　　　計

1,372,120

229,096

決　算　額

0

0

40,935,546

740,101,240

1,000,0001,000,000 0

1,098,439,514

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
第2項の規定
による繰越額

△ 13,907,486

15,255,45142,301,000
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　　第１項 企 業 債

　　第２項 工 事 負 担 金

　　第３項 補 助 金

　　第４項 出 資 金

　　第５項 補償金及び負担金

1,554,648,000 392,304,000

　　第１項 建 設 改 良 費 881,493,000 392,304,000

　　第２項 企業債償還金 672,555,000 0

　　第３項 予 備 費 600,000 0

 で補てんした。

 資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 708,850,198 円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支

0

0

961,693,00080,200,000

80,200,000 1,634,848,000

0

　第１款　　資本的支出

　　　支　　　　出

57,100,000

1,200,000

77,976,000 26,346,000 104,322,000 28,293,000

360,500,000

844,886,000

1,200,000 0

734,400,000

947,178,000

791,500,000

102,292,000

⑵　資本的収入及び支出

　　　収　　　　入

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小　　　　　計

地 方 公 営 企 業 法
第 26 条 の 規 定 に
よ る 繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

　第１款　　資本的収入

31,310,000 18,846,000 50,156,000 0

0 0 0 3,195,000

391,988,000

区　　　　　　分

予　　　　　　算　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計

地 方 公 営 企
業 法 第 26 条
の規定による
繰 越 額

0 0 600,000

0 0 672,555,000
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　調整額 97,637,255 円，過年度分損益勘定留保資金 440,336,805 円，当年度分損益勘定留保資金 170,876,138 円

32,389,116 107,680,964

0 △ 1,200,000

0

0

1,180,111,6860

△ 4,100,000

（単位：円）

△ 25,232,000

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

継続費逓
次繰越額
に 係 る 財
源充当額

合　　　計
備　　　　考

仮受消費税及び地方消費税

△ 159,054,314

1,024,500,0001,152,000,0000

3,195,000 2,172,686 △ 1,022,314

132,615,000

継 続 費
逓 次
繰 越 額

合　　　計

地方公営企
業法第26条
の規定によ
る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

1,339,166,000

107,383,000

0 1,200,000

△ 127,500,000

0

合　　計

0 46,056,000

（単位：円）

決　算　額 備　　　　考

仮払消費税及
び地方消費税

不　用　額

翌　年　度　繰　越　額

50,156,000

0 2,027,152,000 1,888,961,884 105,801,000 0 105,801,000

0 1,353,997,000 1,216,516,391 105,801,000 0 105,801,000

0 672,555,000 672,445,493 0 0 0

31,679,609 107,680,964

109,507

0 600,000 0 0 0 0 600,000
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（１） 給 水 収 益 954,459,132

（２） 他 会 計 負 担 金 159,390

（３） そ の 他 営 業 収 益 44,863,728 999,482,250

（１） 原 水 及 び 浄 水 費 205,684,137

（２） 配 水 及 び 給 水 費 164,976,091

（３） 総 係 費 150,312,502

（４） 減 価 償 却 費 1,029,413,436

（５） 資 産 減 耗 費 17,925,888

（６） そ の 他 営 業 費 用 0 1,568,312,054

営業利益（△は営業損失） △ 568,829,804

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 816,687

（２） 他 会 計 補 助 金 302,992,000

（３） 長 期 前 受 金 戻 入 394,500,746

（４） 雑 収 益 680,553 698,989,986

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費 87,240,673

（２） 雑 支 出 501,262 87,741,935 611,248,051

経常利益（△は経常損失） 42,418,247

（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 0

（２） そ の 他 特 別 利 益 1,459,119 1,459,119

（１） 過 年 度 損 益 修 正 損 35,522

（２） そ の 他 特 別 損 失 0

（３） 災 害 に よ る 損 失 13,847,809 13,883,331 △ 12,424,212

当年度純利益（△は純損失） 29,994,035

前年度繰越利益剰余金 147,095,524

当年度未処分利益剰余金 177,089,559

令和２年度三次市水道事業損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：円）

６ 特　　別　　損　　失

２ 営　　業　　費　　用

３ 営　業　外　収　益

４ 営　業　外　費　用

５ 特　　別　　利　　益

１ 営　　業　　収　　益
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5,485,182,069 8,244,248 18,884,753 6,174,000 33,303,001

前年度処分額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

利益積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

5,485,182,069 8,244,248 18,884,753 6,174,000 33,303,001

46,056,000 0 0 0 0

46,056,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

受贈財産の受入 0 0 0 0 0

負担金の受入 0 0 0 0 0

補助金の受入 0 0 0 0 0

除却損への補てん 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

5,531,238,069 8,244,248 18,884,753 6,174,000 33,303,001

（単位：円）

5,531,238,069 33,303,001 177,089,559

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越利益剰余金）

5,531,238,069 33,303,001 177,089,559 
処分後残高

未 処 分 利
益 剰 余 金

資 本 金

令和２年度三次市水道事業剰余金処分計算書

前年度末残高

工 事
負 担 金

処分後残高

建設改良積立金の積立

議会の議決による処分額

令和２年度三次市
（令和２年４月１日から

資　　本　　剰　　余　　金

受 贈 財 産
評 価 額

剰　

補 助 金
資 本 剰 余
金 合 計

建設改良積立金からの組入

一般会計等出資金の受入

減債積立金からの組入

当年度変動額

当年度末残高

当年度純利益（△純損失）

資 本 金
資 本
剰 余 金

減債積立金の積立

利益積立金の積立

当年度末残高

議会の議決による処分額
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水道事業剰余金計算書
令和３年３月３１日まで）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 147,095,524 745,226,741 6,263,711,811

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 147,095,524 745,226,741 6,263,711,811

0 0 0 29,994,035 29,994,035 76,050,035

0 0 0 0 0 46,056,000

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 29,994,035 29,994,035 29,994,035

（当年度未処分
利益剰余金）

394,670,155 163,000,000 40,461,062 177,089,559 775,220,776 6,339,761,846

利　　益　　剰　　余　　金

（単位：円）

利 益 剰 余
金 合 計

資 本 合 計
減 債
積 立 金

利 益
積 立 金

　　　　　余　　　　　　　　　　　金

建 設 改 良
積 立 金

未 処 分 利
益 剰 余 金
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(1)

イ 土 地 311,031,713

ロ 建 物 1,747,807,906

減 価 償 却 累 計 額 △ 685,365,405 1,062,442,501

ハ 構 築 物 25,171,013,701

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,359,166,888 16,811,846,813

ニ 機 械 及 び 装 置 6,439,993,456

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,598,446,005 2,841,547,451

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 16,538,351

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,608,204 930,147

ヘ 工具・器具及び備品 34,747,979

減 価 償 却 累 計 額 △ 33,010,578 1,737,401

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

チ 建 設 仮 勘 定 628,249,289

有形固定資産合計 21,657,785,315

(2)

イ ダ ム 使 用 権 2,282,234,706

ロ 電 話 加 入 権 82,300

無形固定資産合計 2,282,317,006

固 定 資 産 合 計 23,940,102,321

(1) 1,672,021,593

(2) 148,419,799

△ 1,933,000 146,486,799

(3) 9,018,774

(4) 0

流 動 資 産 合 計 1,827,527,166

資 産 合 計 25,767,629,487

貯 蔵 品

（単位：円）

１  固 　 定  　資  　産  

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

２  流 　 動  　資  　産  

前 払 金

令和２年度三次市水道事業貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資　　産　　の　　部

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 9,105,827,875

(2)

イ 修 繕 引 当 金 57,320,000

固 定 負 債 合 計 9,163,147,875

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債 578,091,608

(2) 0

(3) 428,671,469

(4)

イ 賞 与 引 当 金 10,169,000

(5) 47,769,195

流 動 負 債 合 計 1,064,701,272

(1) 14,110,431,170

(2) △ 4,910,412,676

繰 延 収 益 合 計 9,200,018,494

負 債 合 計 19,427,867,641

(1) 5,531,238,069

資 本 金 合 計 5,531,238,069

(1)

イ 受贈財産評価額 8,244,248  

ロ 工 事 負 担 金 18,884,753  

ハ 補 助 金 6,174,000

資本剰余金合計 33,303,001

(2)

イ 減 債 積 立 金 394,670,155

ロ 利 益 積 立 金 163,000,000

ハ 建設改良積立金 40,461,062

ニ 当年度未処分利益剰余金 177,089,559

利益剰余金合計 775,220,776

剰 余 金 合 計 808,523,777

資 本 合 計 6,339,761,846

負 債 資 本 合 計 25,767,629,487

そ の 他 流 動 負 債

長期前受金収益化累計額

リ ー ス 債 務

負　　債　　の　　部

（単位：円）

３　固　　定　　負　　債　　

４　流　　動　　負　　債　　

５　繰　　延　　収　　益

未 払 金

企 業 債

企 業 債

長 期 前 受 金

引 当 金

利 益 剰 余 金

（単位：円）

６　資　　 　本 　　　金

７　剰　　 　余　 　　金

引 当 金

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

資　　本　　の　　部
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令和２年度三次市水道事業注記表 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

ア  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産 

   ・減価償却の方法 定額法による。(ただし，水道事業の取替資産については取替法に

よる。) 

   ・主な耐用年数 

    建物       １５～５０年 

    構築物      １０～６０年 

    機械及び装置    ８～２０年 

    車両及び運搬具   ４～  ５年 

        工具・器具及び備品    ５年 

  イ 無形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ダム使用権       ５５年 

⑶ 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

・職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付

引当金は計上していない。 

イ 賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため，

当年度末における支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

ウ 貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等により回収不能見込額を計上

している。 

⑷ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２ 貸借対照表等に関する事項 

⑴ 賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

 当年度において，期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費を支給するため，

賞与引当金 10,188,000 円を取り崩した。 

⑵ 貸倒引当金の目的使用による取り崩しについて 

 当年度において，未収水道料金等の金銭債権 6,878,026 円が貸し倒れたため，544,952

円は貸倒引当金を取り崩し，6,333,074 円は貸倒損失で計上している。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため，記載を省略している。 
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